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はじめに

　大学は他のあらゆる機能体組織同様、そのダイナミ
ズムは膨大な数値データにより方向づけられている。
入試、学生、履修、成績、図書、教育・研究費、財政、
研究成果等、数値データが示す大学のダイナミズムの
種類は枚挙の暇がないほどに感じられる。
　事務職員はその業務において、学内の各種数値デー
タに相対することになる。数値データは統計処理の対
象となりうる。事務職員に統計処理能力があれば、大
学が蓄積してきたデータに秘められている学内の現実
を把握することが可能となる。現実を把握しえてこそ
大学運営に活かしうる。
　大学運営の途上には様々な「特定の数値を決定して
いく」局面がある。大学における「決定」の一つに、
入試における歩留り率を予測しての合格者数がある。
歩留り率とは合格者中入学した者の数のパーセンテー
ジである。「綱渡り」とも表現されるこの予測は、そ
の困難さが指摘されている（１）。

　本稿において統計的手法を用いた歩留り率予測を実
験的に試みた。

Ⅰ．目的

　日本私立学校振興・共済事業団は2013年度から定
員の1.2倍を超過して入学させた私立大学を私立大学
等経常費補助金一般補助の不交付対象としている。
　大学経営の観点から定員分の学生数と補助金を確
保する必要がある私立大学は、不交付対象とならな
いように気を配っている。合格者が無条件で入学を希
望するような大学でない限り、凡そいずれの大学にお
いても合格者数の決定は歩留り率を予測してなされよ
う。歩留り率の予測は過去の入試データを考慮してな
されるものであろうが、勘や経験に頼り勝ちであった
と推測される。
　本稿では、入試選抜について必ずしも豊富な経験や
スキルが無い入試主体者が多方面に及ぶ諸条件を考
慮することなく、機械的におおよその予測値を得るこ
とを想定し、初歩的な統計学を用いて実際に2013年
度入試における予測をし、実績値と比較して検証を行
う。

Ⅱ．方法

１．検証対象の枠組み
　大東文化大学国際関係学部国際関係学科の入試募
集定員は100名であり、その２割増を収容限度定員と
する（120名）。入試方法は、一般（学力）と推薦の二
種類に分類される。一般入試と推薦入試の定員は60
名ずつである。推薦入試の歩留り率はほぼ100％で、
合格者はそのまま入学すると期待できる。一般入試は、
センター入試、３教科入試、および２教科入試の３方
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表１　大東文化大学国際関係学部国際関係学科一般入試単年度データ推移

入試方式名称 年度 志願者数 合格者数 手続者数 歩留り率 定員充足率

センター
（定員35名）

2002 404 190 49 25.8% 140.0%
2003 395 111 15 13.5% 42.9%
2004 279 126 24 19.0% 68.6%
2005 398 163 20 12.3% 57.1%
2006 212 163 36 22.1% 102.9%
2007 421 224 30 13.4% 85.7%
2008 246 192 49 25.5% 140.0%
2009 395 246 51 20.7% 145.7%
2010 417 209 48 23.0% 137.1%
2011 450 188 22 11.7% 62.9%
2012 370 182 21 11.5% 60.0%
平均値 362.5 181.3 33.2 18.1% 94.8%

3教科
（定員15名）

2002 239 110 38 34.5% 253.3%
2003 232 103 39 37.9% 260.0%
2004 181 74 37 50.0% 246.7%
2005 182 118 54 45.8% 360.0%
2006 143 76 23 30.3% 153.3%
2007 112 76 26 34.2% 173.3%
2008 89 49 17 34.7% 113.3%
2009 159 48 9 18.0% 57.6%
2010 148 40 11 27.5% 73.3%
2011 192 71 40 56.3% 266.7%
2012 185 67 25 37.3% 166.7%
平均値 169.3 75.6 29.0 37.0% 193.1%

2教科
（定員10名）

2002 89 33 19 57.6% 190.0%
2003 119 71 30 42.3% 300.0%
2004 171 90 26 28.9% 260.0%
2005 163 93 23 24.7% 230.0%
2006 96 58 12 20.7% 120.0%
2007 106 71 14 19.7% 140.0%
2008 77 46 10 21.7% 100.0%
2009 77 49 14 28.6% 140.0%
2010 94 36 8 22.2% 80.0%
2011 111 42 6 14.3% 60.0%
2012 98 58 16 27.6% 160.0%
平均値 109.2 58.8 16.2 28.0% 161.8%

※注：大学案内「CROSSING」および大学内部資料をもとに筆者作成。
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式に区分される。各入試方式の定員は、センター入試
35名（前期・中期・後期に分かれるがここでは合算し
ている。）、３教科入試15名、および２教科入試10名
である（以下「入試」を省く）。なお、上記入試名は
実際の名称ではないが、判り易い表現に変更した。

２．対象データの提示
　大東文化大学国際関係学部国際関係学科における

2002年度から2012年度までの一般入試における志願
者数、合格者数、（入学）手続者数、歩留り率、歩留
り率予測値および定員超過を測る定員充足率を一般入
試の方式ごとに集計したのが表１である。
　なお、サンプルサイズは１入試区分につき2002年
度～ 2012年度の11年間と予測対象の2013年度の計12
年間である。2002年度に一般入試のセンター、３教科、
および２教科の３方式並置体制が確立したが、それ以

表２　大東文化大学国際関係学部国際関係学科一般入試移動平均データ推移

入試方式名称 ３年間移動平均 志願者数 合格者数 手続者数 歩留り率 定員充足率

センター
（定員35名）

2002 ～ 2004 359 142 29 19.5% 83.8%
2003 ～ 2005 357 133 20 14.9% 56.2%
2004 ～ 2006 296 151 27 17.8% 76.2%
2005 ～ 2007 344 183 29 15.9% 81.9%
2006 ～ 2008 293 193 38 20.3% 109.5%
2007 ～ 2009 354 221 43 19.9% 123.8%
2008 ～ 2010 353 216 49 23.1% 141.0%
2009 ～ 2011 421 214 40 18.5% 115.2%
2010 ～ 2012 412 193 30 15.4% 86.7%

3教科
（定員15名）

2002 ～ 2004 217 96 38 40.8% 253.3%
2003 ～ 2005 198 98 43 44.5% 288.9%
2004 ～ 2006 169 89 38 42.0% 253.3%
2005 ～ 2007 146 90 34 36.7% 228.9%
2006 ～ 2008 115 67 22 33.1% 146.7%
2007 ～ 2009 120 58 17 29.0% 114.8%
2008 ～ 2010 132 46 12 26.7% 81.4%
2009 ～ 2011 166 53 20 34.0% 132.5%
2010 ～ 2012 175 59 25 40.4% 168.9%

2教科
（定員10名）

2002 ～ 2004 － － － － －
2003 ～ 2005 151 85 26 32.0% 263.3%
2004 ～ 2006 143 80 20 24.8% 203.3%
2005 ～ 2007 122 74 16 21.7% 163.3%
2006 ～ 2008 93 58 12 20.7% 120.0%
2007 ～ 2009 87 55 13 23.3% 126.7%
2008 ～ 2010 83 44 11 24.2% 106.7%
2009 ～ 2011 94 42 9 21.7% 93.3%
2010 ～ 2012 101 45 10 21.4% 100.0%

※注：表 1 をもとに筆者作成。なお、2 教科は 2002 年度データを除外したため「2002 ～ 2004」全てを非表示とした。
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前はセンター不参加、１教科入試の存在等2002年度
以降と構造的に異なる入試体制であった。入試方式
による予測と分析を試みることを目的とするため、現
在の３方式並置体制になってからのデータを対象とす
る。
　又、年次データである単年度データには毎年度ごと
に不規則に上下するがその原因や意味が感知不能な誤
差変動（２）を含むため、このような変動を平滑化する
ために１年ずつずらした３カ年の平均である移動平均
の値も求め表２に示した。

３．（１）予測方法の概略
　入試指標である経年の志願者数、合格者数データお
よび歩留り率の経年推移を用いて予測を行う。歩留り
率が設定されれば、それに基づく入学定員を充足させ
るための合格者数が算出される。実際の選抜において
は、最高得点者から算出された合格者数までの受験者
を合格させればよいことになる。
　予測値を求めるために統計的手法を用いる。各デー
タ間の相関性を捉え、歩留り率と相関関係がある変数
との散布図上の分布、および歩留り率経年推移を代表
する回帰直線を求め、その１次式から予測値を求める。
ここで１次式を用いるのは、求める数値が歩留り率と
いう比率であり、経年的な変化は大きくなく線形近似
が可能と考えられるためである。
　なお、回帰式は、ｙ＝a＋ｂＸで表されるが、

切片ａ＝ｙ－－ｂＸ－ 係数ｂ＝
Σ（Ｘ－Ｘ－） （ｙ－ｙ－）

Σ（Ｘ－Ｘ－）2

である。なお、Σは総和記号。Ｘ－、ｙ－は平均値である。

３．（２）回帰直線の選定と予測の対象
　歩留り率と相関関係がある説明変数を据える必要が
ある。そこで、入試方式および単年度・移動平均別
に、歩留り率vs志願者数間、歩留り率vs合格者数間、
および志願者数vs定員充足率間の相関関係をPearson
の積率相関係数（３）にて求めたのが表３である。なお
後述する理由から、２教科は2002年度データを除外
し2003年以降のデータから求めている。
　センターのみ歩留り率vs志願者数間に負の相関傾
向が認められ、志願者数vs定員充足率間が無相関で
ある。他の入試方式、組み合わせにおいては移動平均
に正の強い相関あるいは相関が認められる（４）。
　センターにおける歩留り率vs志願者数間の負の相関
傾向は「隔年化現象」を予想させる。大学入試にはい
わゆる隔年化現象あるいは「受験倍率２年周期の法則」
という現象があり、受験者は前年度のデータを参考に
して受験倍率が低い大学を選ぶ。そのため前年度倍率
の低かった大学は、今年度に倍率が跳ね上がり、前年
度高かった大学は逆に下がる傾向が現れる（５）。セン
ターは隔年化現象を考慮して年次の推移を見ていく必

表３　入試方式および単年度・移動平均別相関係数

入試方式 単年度/移動平均区分 歩留り率vs 志願者数 歩留り率vs合格者数 志願者数vs定員充足率

センター
単年度 －0.47 0.23 －0.16 

移動平均 －0.26 0.49 0.10 

3教科
単年度 0.31 0.41 0.59 

移動平均 0.80 0.80 0.73 

2教科
単年度 0.21 0.38 0.67 

移動平均 0.67 0.62 0.93 

※注 1：表 1、表 2 をもとに筆者が算出、作成。
　注 2：相関係数の判断基準は下記の通りである。
　　　　0.0 ≦︱ｒ︱≦ 0.2：無相関　　0.2 ＜︱ｒ︱≦ 0.4：弱い相関
　　　　0.4 ＜︱ｒ︱≦ 0.7：相関あり　0.7 ＜︱ｒ︱≦ 1.0：強い相関
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図１　センター入試における歩留り率の経年推移

※注：表１をもとに筆者作成。

図２　３教科入試における志願者数と歩留り率の移動平均による散布図

※注：表２をもとに筆者作成。

図３　２教科入試における志願者数と歩留り率の移動平均による散布図

※注：表２をもとに筆者作成。
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要があると考えられる。よって歩留り率予測は単年度
の歩留り率推移に近似する回帰直線を用いる（６）。
　３教科および２教科においては、正の相関傾向が見
られた移動平均の歩留り率vs志願者数間のデータ分
布に近似する回帰直線をそれぞれ用いる。
　歩留り率の予測について、直近過去３年間の実績値
に前年度＞２年前＞３年前と差を設けた加重比率を乗
じ平均値化して求める研究がある（７）。なお、同研究
では、最適な加重比率をサンプル大学のデータから抽
出し、歩留り率の過去データのみを活用しており、第
一志望者割合や学内併願率等の他の説明変数を用い
ていない。
　本稿ではセンターは単年度推移に近似する回帰直
線、３教科および２教科については「2011年度～
2013年度の移動平均予測値」を2002年度から2012年
度に至る１年ずつずらした３カ年の移動平均値の分布
に近似する回帰直線上に求める。本回帰直線の傾きと
切片も2002年度から（２教科は2003年度から）の過
去データのトレンドを反映させたものである。
　３教科および２教科の予測値は、予測すべき2013
年度と判明している連続する2012年度、2011年度実
績値との平均値である。ここから2013年度単年度の
予測値を求める（2013年度予測値＝2011年度～ 2013
年度の移動平均予測値×３－2012年度実績値－2011
年度実績値）。本稿にても上記同様他の説明変数を用
いない。

４．2013年度合格者数予測の具体的方法
　求める数値は入試方式ごとの合格者数である。セン
ターは隔年化現象を想定し単年度推移から2013年度
予測値を求め、その数に基づく合格者を求める。予測
は回帰直線の方程式から求める。散布図と回帰直線は
図１の通りである。回帰式の説明変数であるＸに予測
する年度である2013を代入することにより、目的変数
ｙである歩留り率予測値が求まる。収容定員数をこの
歩留り率予測値で除することにより、合格者数が算出
される（８）。
　３教科、２教科については、志願者数が判明次第
志願者数の2011年度～ 2013年度の移動平均を求め

る。図２および図３の各回帰式の説明変数であるＸに
志願者数の2011年度～ 2013年度移動平均を代入する
ことにより、目的変数ｙである歩留り率の2011年度～
2013年度移動平均予測値が求まる。ここから前節の通
り2013年度単年の予測値を求め、合格者数をセンター
同様に求める。

５．本稿方法が近接する先行研究との比較
　本稿同様に１次式を用いて合格者数を算定する方法
がある（９）。同研究は、特定の単学部（静岡県立大学
経営情報学部）のセンター入試定員60名を対象とし
ている。合格者数を目的変数yとし、入学者数xと志
願者（センター入試z1・推薦z2）数を説明変数とする
１次式
　y＝80.98＋0.7006x＋（0.03460z1－0.5949z0）
に入学者数x（＝定員）を代入し合格者数yを求める。
国際関係学部国際関係学科の一般入試３方式（合計定
員60名）の入試ごとの歩留り率予測を回帰直線から
行う本稿に近接すると思われる。
　同研究で「線形結合を使う理由は、これらの変量は
毎年の変化が小さく、本来の関係が非線形性であって
も線形近似ができると考えられるからである」と述べ
られている通り、本稿の図１･ ２･ ３上のデータ散布状
況でも線形近似が見て取れる。同研究が用いている過
去データのサンプルサイズは1998年度から2003年度
までの６年間である。本稿においてはこのほぼ２倍の
期間をサンプルサイズとしている。入学者数の誤差は
0.86人。提示されている１次式導出の過程は明示され
ていないが、結果として予測は当たっているとのこと
である。

Ⅲ．結果

　予測値および算出された合格者数は表４の通りであ
る。
　回帰直線から歩留り率を予測し、そこから定員に見
合った合格者数を算出した。回帰直線の信頼度が問題
である。この判断には寄与率を見る。寄与率は図１･
２･ ３で回帰式の下部に表示されたR２値であるが、全
変動における当該回帰による変動を表し、下式により
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計算される。

R2＝
Σ（ｙi－ｙ－）2

Σ（ｙi－ｙ－）2 （ｙi＝a＋ｂxi）

　寄与率は０から１の間の値を取り、１に近いほど
データが回帰直線の周りに集中していることになる。
よって寄与率の数値は全体の変動における当該回帰式
で説明できる割合ということになる（10）。よって寄与率
は回帰直線の信頼度とも考えられる。
　センターにおける寄与率は0.0606、３教科0.6463、
２教科0.4552である。センターの寄与率が0.0606と低
いのは隔年化現象によるものであろう。
　２教科の2002年度の歩留り率（57.6%）は他の年度
と大きく異なる（表１）。前年度まで「１教科入試」と
いう入試方式があったが、2002年度から無くなり入試
科目数は２乃至３となり、この２教科が入試科目の最
も少ない方式になった。少ない科目での受験を目指し
てきた受験者にとって１教科入試無き後の初回の入試
で最も「楽な」入試になったことにより極端に高い歩
留り率になったと推測される。予測の精度を確保する
ために、外れ値である2002年度データを除外した相
関係数を求めかつ回帰直線を用いて予測値を求めてい
る（表２･ ３･ ４および図３）。
　次に、過去の時点で行われ得た予測による値と実

績値との間に統計学的な差異があるかを確かめるた
めに、それぞれの群間における平均値有意差検定を
Microsoft社の表計算ソフトExcelのTTEST関数を用
いて行った。TTESTは、同一の母集団から二つの集
合を抽出した場合二つの平均値間に大きな差が出る確
率はほとんどなく、大きな差が出たならば二つの集合
は別の母集団から抽出したものであるという考えに基
づく検定である。なお、同関数で求まる統計値は二つ
の集合間に有意差がない確率である。
　両側５％水準で、センター 0.07、２教科0.92、３教
科0.74と、全てにおいて実数と予測値との間に有意差
がない結果になった。予測は実際の選抜の結果とか
け離れていないと解釈できよう。ただし、サンプルサ
イズが小さいため実際に有意差があっても検出できな
かった可能性も否定できない（11）。
　統計的検定では母集団の平均値をサンプル内の値で
推定することから、サンプルサイズが大きいほど母集
団を反映する正確さも確保されると考えられる。他方
本稿の入試選抜における母集団とは、想定される、過
去から未来に至る国際関係学部国際関係学科における
各入試指標のデータの全てであるが、前述の通り現行
入試体制確立後の各入試方式の予測と分析を試みる
見地から、確立前のデータは現在のトレンドとは異質
であり、本サンプル自体を母集団と捉えるのが無難で
あると考えられる。

表４　2011 年度～ 2013 年度平均の予測値と 2013 年度予測算出値および実績値

入試方式 区分 2011年度～ 2013年度
平均の予測値

2013年度予測算出値・
実績値 2013年度実績値

センター
志願者数 － 237名（実績値） 237名
歩留り率 － 18.9% 8.3％
合格者数 － 185名 108名

3教科
志願者数 186名 181名（実績値） 181名
歩留り率 39.9％ 26.1% 31.5％
合格者数 38名 57名 73名

2教科
志願者数 100名 92名（実績値） 92名
歩留り率 22.6％ 25.9% 26.5％
合格者数 44名 39名 49名

※注：回帰式および算定式に基づき筆者が算出、作成。
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Ⅳ．考察

１．センター
　センターで特徴的なのは歩留り率vs志願者数間で
負の相関があることである。定員充足率は他の入試方
式に比して低く、又、志願者数との間に相関関係がな
いのはセンターのみである（表３）。図１からも明らか
なように、センターの歩留り率ははっきりと隔年化現
象を表している。競合他大学の隔年化現象間との相互
作用を反映したものと推測される。

２．３教科
　歩留り率と各入試指標（志願者数、合格者数、定員
充足率）間の正の相関および回帰直線の寄与率はいず
れも高い傾向にある。志願者数、合格者数が歩留り率
推移に影響を与える重要な変数であることを示唆して
いる。

３．２教科
　サンプルサイズが小さいため有意性は確保されない
が、歩留り率と志願者数、合格者数との正の相関傾向
は見受けられる。

４．概括
　歩留り率の2002年度から2012年度までの平均値は、
センター 18.1% 、３教科37.0%、２教科28.0%である。
又、定員充足率の平均値は、センター 94.8% 、３教科
193.1%、２教科161.8%である。
　３方式中センターの定員が最も多いが、歩留り率や
定員充足率から看取される「本学科への入学意思」は
最も低いと考えられる。入試方式間の入学意思の大小
関係は、「３教科＞２教科＞センター」と捉えられよう。
大小関係は歩留り率と各入試指標間との相関性および
回帰直線の寄与率との関連性を予測させ、延いては入
学意思が高い入試において、予測の信頼度も高いと予
想させる。
　センター入試は読みの困難さから10倍超の合格者
を出す大学もある（大西2008）。他方、センター入試
入学者数予測値と実績値の誤差が２名程度という予測

の例がある（12）。本稿における歩留り率予測は受験者
個々の成績等質的情報を無視しているが、先行研究で
はセンター入試の合格者決定に、当該大学・学部と競
合する（この場合、競合大学と両方に合格したなら競
合大学を選択すると仮定）大学との併願状況から受験
者個々の入学する確率を求め、それらを足し合わせて
募集定員以上の最小値を合格者数として成績上位者
から合格としている。この手法は受験者の他の志望大
学・志望学部等の情報を得ることができるセンター入
試においてこそ可能であろう。他方、各受験者の入学
確率算定に必要な労力が課題となろう。
　３教科、２教科においては歩留り率予測値を見なが
らも、志願者数と定員充足率間に強い正の相関関係が
ある（特に２教科）ことから、志願者数が多くなれば
定員超過の可能性が高まることに鑑み、志願者数の推
移に注意し算出された数より合格者数を絞り込む方策
も取りえよう（13）。
　受験者の入試総得点（偏差値）が高くなるに従い歩
留り率は低くなることに着目し、偏差値と歩留り率の
負の相関関係を表すモデル曲線（逆S字ロジスティッ
ク曲線）を描き、その上の（例年の）入学者最低偏差
値に対応する歩留り率と入学定員から合格者数を求め
る研究（14）がある。
　各年度入試における入学者の偏差値域データを蓄積
し、その推移を把握することで有益なデータとなりえ
よう。本稿の方法と併用することでより精密な予測が
期待できると思われる。

５．2013年度入試実績値の検証
　国際関係学部国際関係学科の2013年度入試におけ
る志願者数、合格者数および歩留り率は表４の通りで
ある。手続者数は、センター９名、３教科23名、２教
科13名であった。推薦入試による手続者数と合わせ
て98名であり、収容限度120名に対し22名、収容定
員に対しても２名の定員割れの結果になった。なお、
ここでの選抜は本稿が報告してきた統計学的手法を用
いていない。
　特徴的な傾向としては、センターの合格者数が少な
く結果として手続者数も極端に少なかった。３教科と
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２教科は逆に定員超過であるが、センターの顕著さに
引きずられて全体的に定員割れとなった。全体の合格
者数は実績230名、予測算出276名である。定員割れ
の原因はセンターの合格者数の少なさであることは明
白である。実績値においては、隔年化現象における推
移は下がった後には上がる筈であるが、下がった後に
更に下がっている。
　仮に本稿の予測値に基づき合格者数を設定した場
合、どのような歩留り率になったかは不可知であるが、
センターにおいては予測値に従えば実績値に比して77
名多く合格者数を出すため、下位成績者の入学が見込
まれ、実績値よりは定員に近い入学者が確保できたの
ではないかと推察される。実際の歩留り率を考えれば
定員超過になったとは考えにくい。３教科の算定数は
実績数の８割程度であったが、入学意思が高い入試で
あるため定員数は確保できたのではないか。２教科は
実績と僅差があるがほぼ定員通りになったと推測され
る。
　歩留り率予測値と予測当該年度実績値の残差（誤差）
の絶対値の最大値、平均値および残差の標準偏差は、
センター 10.6％・5.6％・0.05、３教科16.8％・9.3％・
0.10、２教科14.4％・5.3％・0.07となる。残差と標準
偏差から、センターは歩留り率と各入試指標間との相
関性および回帰直線の寄与率は低い一方で最も予測の
誤差と変動が小さいことが判る。センターは隔年化現
象を捉えた歩留り率の単年度推移からの予測が有効で
あると読み取れる。
　歩留り率は、予測値から±双方向に残差絶対値最大
値分を誤差範囲として決定すればよい。誤差範囲の信
頼度は、「センター＞２教科＞３教科」の順であると
考えられる。

おわりに

　本稿における残差の縮小化には、第一志望者割合、
学内併願率、オープンキャンパス参加有無等諸ファク
ターを変数化し回帰式に組み込んだり、入学者の偏差
値域や個々の受験者の入学確率等の質的データの把握
も有効であろう。
　統計学の手法を用いて導出した歩留り率予測値に対

し入試主体者の信用と理解を得る必要性と困難さにつ
いて、先行研究者が既に言及していることは注目に値
する（小原・大山2013）（菅田2011、2012）。統計的手
法活用の提案者は入試主体者の理解を得るために予測
値導出のメカニズムを詳らかにする必要があろう。
　本稿においては、歩留り率と各入試指標との相関性
を検証した結果から最適な回帰式を選び、予測値を算
出するまでの過程を示してきた。推移をグラフ化した
ことにより隔年化現象や線形近似の妥当性等方式によ
り異なる入試の様相が確認できた。用いた統計的手法
そのものより予測値導出の過程の体系的明示が本稿に
おける独自性と認識する。なお、本予測は定員充足を
重視する余り学力選抜という入試選抜の最も重要な側
面を度外視したことは否めない。又、データのサンプ
ルサイズが小さく相関係数に有意性が確保できない側
面もあった。年度を重ねることでサンプルサイズは増
え、回帰直線の経年データを代表する精度は高まって
いくと考えられる。この点に期待しつつ検証を続けた
い。今回の研究ノートは実験的試みとして捉えて頂け
れば幸甚である。
　なお、本稿執筆に際しご助言を頂いた白石裕子図書
館長、本稿執筆をご理解頂き入試データの公表をご許
可頂いた新納豊国際関係学部長、林正統学校法人大
東文化学園事務局長、古川陽二大東文化大学学務局
長に心から感謝いたします。
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⑷　２教科の歩留り率と志願者数、合格者数との間の
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